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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は政府による経済政策や日銀による金融政策の効果で、企業収益

や雇用情勢、また個人消費において改善が見られました。しかしながら中国をはじめとする新興国経済の不確実性

の高まりや英国のＥＵ離脱、米国の大統領選挙による金融市場の変動等、先行きは非常に不透明な状況で推移しま

した。 

エネルギー業界では、従来の燃料転換等による需要の減退に加え、元売りの合併等の再編成による不透明感が更

なる過当競争を招くとともに、OPECの減産合意の影響で再び高値基調に転ずる等引き続き厳しい経営環境となりま

した。 

建設業界では、公共工事の受注は減少傾向であったものの、住宅分野の開発や都心を中心とした再開発案件等の

民間工事がけん引し堅調な状況が続きました。しかしながら建設資材価格の上昇や技能者及び労働者不足、また人

件費の上昇等、今後に不安材料を残した厳しい環境でありました。 

そうした中、当社は「新中期経営計画２０１６－２０１８」の方針に基づいた行動を着実に推進するとともに、

法人・一般消費者向けにプロジェクトチームを結成し、新しい商機を創出する取組みに注力しました。 

その結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上高に役務収益を加えた営業収益は、前年同期

と比較しての石油製品価格の大幅な値下がりや建設資材の販売量の減少等により、540億８千４百万円（前年同期

比8.4％減）となり、又、エネルギー関連の利幅の大幅な圧縮による売上総利益の減少と、液化ガスの事業譲受に

よる人員増に伴う人件費の増加や設備関連の消耗品、減価償却費の増加等による販売費及び一般管理費の増加によ

り、営業利益は２千万円（前年同期比95.5％減）、経常利益は３億７百万円（前年同期比57.0％減）、親会社株主

に帰属する四半期純利益は第２四半期連結累計期間に液化ガスの事業譲受による負ののれん発生益を特別利益に計

上したことにより、２億３千３百万円（前年同期比60.6％減 ※但し、前年同期は特別利益として厚生年金基金解

散損失引当金戻入額１億６千５百万円の計上がありました。）となりました。 

なお、セグメント別での業績は次のとおりとなっております。 

産業エネルギーは、石油製品価格が前年より安値で推移する中、採算面の確保と販売シェア拡大の双方を追求す

る質的増販を基本方針に掲げ、積極営業を展開しました。産業用燃料は陸運業などの直需ユーザーを中心に「Ｆａ

ｃｅ ｔｏ Ｆａｃｅ」による間口拡大を図り、販売量は前年同期を上回りました。また、潤滑油は専門に取り扱

う部署を編成し販売体制を強化、販売量は前年同期を上回りました。液化ガスは、飲食店向けは販売量が減少した

ものの、産業用及び販売店向けで新規獲得が進んだほか、液化ガス事業所の事業譲受の効果も加わり、販売量を伸

ばしました。一方で好調を維持していた濾過装置「リクレアン」は、ここ２年続いていた大口特需が一巡したこと

により、売上高は前年同期を下回りました。その結果、営業収益（役務収益を含む）は、208億３百万円（前年同

期比10.8％減）となり、セグメント利益は石油製品の市況の悪化が影響して１億５千６百万円（前年同期比62.5％

減）にとどまりました。 

建設資材は、東京・名古屋・大阪を中心に流通で存在感のあるポジションにこだわりを持ち、ゼネコンへの深耕

営業と新規間口の拡大、販売商材の多様化に取組む一方、需要が堅調な首都圏へ人的資源を積極的に投入しまし

た。また中国四国エリアでは、地道な営業が奏功して大型物件を獲得し、さらには生コン工場の新規開拓にも成果

が表れました。こうした取組みにより、首都圏と中国四国エリアでは販売量を伸ばしたものの、引き続き主要商圏

である京都・大阪エリアの需要低迷の影響が大きく、セメント・生コン・建材の販売量はいずれも前年同期を下回

り、営業収益（役務収益を含む）は244億６千１百万円（前年同期比6.5％減）となり、セグメント利益は３億４千

５百万円（前年同期比17.4％減）となりました。 

生活サポートは、サービスステーションでは、お客様のカーライフを総合的にサポートする店舗の水平展開を図

る中、旗艦店の彦根松原サービスステーションにカーディーラーと同等の受入体制を整備した「B－Cleショップ」

をオープンする一方、新しいＰＯＳシステムや車番認識システムの導入を推進し、燃料油の販売量・カーケア収益

ともに前年同期を上回りました。オリックスレンタカーは、引き続き「京都」の地域特性を活かした観光需要の取

り込みを強化し、家庭用小売ガスは、商権買収のほか「匠の会」による新規獲得・燃料転換・機器リフォーム受注

を強化し、さらには電力小売事業「ゆうでんき」の新規参入を果たしました。宅配水事業は、商業施設でのイベン

トやテレマーケティングを活用した顧客の獲得を行いました。しかしながら、営業収益（役務収益を含む）はガソ

リン価格が前年より安値で推移した影響から87億４千７百万円（前年同期比8.1％減）となり、家庭用小売ガスの

競争激化による利幅の圧縮や商権買収に伴う償却負担などが影響し、セグメント損失は１千２百万円（前年同期は

セグメント利益４千７百万円）となりました。 
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（２）財政状態に関する説明 

（資 産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、403億２千９百万円となり、前連結会計年度末と比較して４千

２百万円の増加となりました。主な要因は、「工事未収金」が３億４百万円、「有価証券」が６億円、「前渡金

（流動資産その他）」が３億４千５百万円、「差入保証金」が24億７千９百万円それぞれ減少した一方で、「現金

及び預金」が５億８千４百万円、「受取手形及び売掛金」及び「電子記録債権」が22億８千万円、「有形固定資

産」が４億９千７百万円、「投資有価証券」が４億２千４百万円それぞれ増加したことによるものであります。

（負 債） 

当第３四半期連結会計期間末における負債は、108億１百万円となり、前連結会計年度末と比較して７億３千７

百万円の増加となりました。主な要因は、「工事未払金」が１億６千８百万円、「賞与引当金」が９千５百万円、

「退職給付に係る負債」が９千３百万円それぞれ減少した一方で、「支払手形及び買掛金」が９億７千８百万円、

「未払金（流動負債その他）」が２億４千４百万円増加したことによるものであります。

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、295億２千８百万円となり、前連結会計年度末と比較して６億

９千５百万円の減少となりました。主な要因は、剰余金の配当１億４千万円、親会社株主に帰属する四半期純利益

２億３千３百万円により「利益剰余金」が９千３百万円、「その他有価証券評価差額金」が２億１千３百万円、

「退職給付に係る調整累計額」が２千３百万円それぞれ増加しましたが、自己株式の取得により、「自己株式」が

10億２千５百万円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は72.6％、１株当たり純資産額は2,042円22銭となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

今後の見通しにつきましては、原油価格の動向や需要期における出荷動向等を含め、予測しきれない要素が多く

あるものの、今年度より開始致しました「新中期経営計画２０１６－２０１８」を確実に推し進め、事業革新・自

己革新に積極的に取組んでまいります。

なお、通期の業績予想につきましては、平成28年11月８日に公表いたしました業績予想から変更しておりませ

ん。

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

（４）追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

３．継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 12,196 12,781 

受取手形及び売掛金 10,644 12,697 

電子記録債権 981 1,209 

工事未収金 1,000 696 

有価証券 600 － 

商品及び製品 354 482 

未成工事支出金 23 30 

その他 858 508 

貸倒引当金 △144 △141 

流動資産合計 26,515 28,265 

固定資産    

有形固定資産 4,809 5,306 

無形固定資産    

のれん 177 110 

その他 76 98 

無形固定資産合計 253 208 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,202 3,627 

差入保証金 4,828 2,349 

その他 767 660 

貸倒引当金 △90 △88 

投資その他の資産合計 8,708 6,548 

固定資産合計 13,771 12,064 

資産合計 40,286 40,329 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,577 5,555 

工事未払金 543 375 

短期借入金 204 140 

未払法人税等 144 67 

賞与引当金 191 96 

役員賞与引当金 39 29 

厚生年金基金解散損失引当金 276 276 

その他 2,613 2,826 

流動負債合計 8,590 9,366 

固定負債    

退職給付に係る負債 479 386 

役員退職慰労引当金 322 337 

その他 669 710 

固定負債合計 1,472 1,434 

負債合計 10,063 10,801 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,549 5,549 

資本剰余金 5,458 5,458 

利益剰余金 20,978 21,071 

自己株式 △2,583 △3,608 

株主資本合計 29,403 28,470 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 752 965 

退職給付に係る調整累計額 △167 △144 

その他の包括利益累計額合計 584 821 

非支配株主持分 235 235 

純資産合計 30,223 29,528 

負債純資産合計 40,286 40,329 
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 58,153 53,142 

売上原価 53,986 49,246 

売上総利益 4,167 3,896 

役務収益 920 942 

営業総利益 5,088 4,838 

販売費及び一般管理費 4,630 4,817 

営業利益 457 20 

営業外収益    

受取利息 45 24 

受取配当金 32 38 

仕入割引 40 35 

報奨金 112 128 

持分法による投資利益 13 14 

その他 52 73 

営業外収益合計 297 313 

営業外費用    

支払利息 8 8 

売上割引 17 8 

その他 13 10 

営業外費用合計 39 26 

経常利益 715 307 

特別利益    

固定資産売却益 0 0 

投資有価証券売却益 60 12 

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 165 － 

負ののれん発生益 － 101 

特別利益合計 226 114 

特別損失    

固定資産処分損 9 2 

リース解約損 0 0 

投資有価証券売却損 0 － 

特別損失合計 9 3 

税金等調整前四半期純利益 932 418 

法人税等 337 183 

四半期純利益 594 234 

（内訳）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 594 233 

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △101 213 

退職給付に係る調整額 7 23 

その他の包括利益合計 △93 237 

四半期包括利益 501 472 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 500 470 

非支配株主に係る四半期包括利益 0 1 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
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